
関西電力株式会社

高浜発電所第
.1号
機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書  |

設 備 名 :燃料設備

系 統 名 :燃料取扱設備 ´  ,

新燃料又は使用済燃料を取扱 う機器

イ吏用済燃料ピットクレーシ

要領書番号 :原規規収第 1707214号 01

平成 30年 7月

原子力規制委員会



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年 経済産業省令第 69号 )

第 17条 の表第 1号 の工事の工程に係 る使用前検査について、燃料設備が、認可 し

た工事計画に従い製作 され、据付けされているものであることを確認す るものであ

る。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3頂

により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律 (昭 和 32年法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 43

条の3の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合ャているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個 数

燃料設備

燃料取扱設備

新燃料又は使用済燃料を取扱 う機器

使用済燃料 ピットクレーン

1

1



2 工事計画認 可・届 出関係

認可番号

(認可年月 日)

原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

V 検査方法

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に 基づ く使用前検査が終了 していること及び

電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 した工

事計画の内容 と同一であることを確認す る。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従って行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 .備  名 :燃料設備

系 統 名 :燃料取扱設備

新燃料又は使用済燃料を取扱 う機器

使用済燃料 ピラトクレーン

要領書番号 :原規規収第 1707方 14号 01.

年   月

原子力規制委員会

3



3 検査 申請

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏 えいに係 る使用前検査

使用前検査申請番号

関原発第 150号 (平成 29年 7月 21日 )

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦 ヽ

高浜発電所第 1号機

原子力設備

燃料設備

燃料取扱設備  
′

新燃料又は使用済燃料を取扱 う機器

使用済燃料ピットクレエン 1個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従って行われた

ものであること。

8 検査実施者  電気工作物検査官

月

　

月

年

年

日

　

日

口

　

　

　

　

　

日

Ｆ

　

　

　

　

　

Ｆ

4

9 検査結果

電気工作物検査官



,関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る
´
使用前検査実施要領書

設 備 名 :原 子炉冷却系統設備

系 統 名 :余熱除去設備

安全弁及び逃が し弁

要領書番号 :原規規収第 1707214号 05

平成 31年 2月

原子力規制委員会



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年 法律第 170号 )第 49条 第 1項に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号 )
第 17条 の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査について、原子炉冷却系統設備
が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされているものであることを確認す

るものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3項

により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律 (昭和 32年 法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 43

条の 3の 11に基づ く使用前検査の合格をもつて適合 しているもの とみなす。

Ⅱ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木 ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所          |

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とす る。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉冷却系統設備

余熱除去設備

安全弁及び逃 し弁

2

1



2 工事 計 画認 可 。届 出関係

認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号

2018o226保 第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認

する。

V 検査方法

1共 通事項

(1)使用前検査 申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係 る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が 準備 されていること

を確認す る。使用前検査成績書の 「8検 査申請」に申請番号 (変更申請番

号を含む。)を記載す る。

b検査をする工事の工程及び期 目が申請書 どお りであることを確認す る。
c工事計画の認可、届出番号の記載が適切であることを確認す る。

2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に基づ く使用前検査が終了 していること及
び電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 し

た工事計画の内容 と同一であることを確認する。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏
「
えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :余熱除去設備

安全弁及び逃が し弁

要領書番号 :原規規収第 1707214号 05

年   月

原子力規制委員会

3



4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度文は漏えいに係る使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

1東京都港区六本木 1-9-9六 本木́ ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

余熱除去設備

安全弁及び逃 し弁  2個

7 判定基準 工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従ちて行われた

ものであること。

8 検査実施者  電気工作物検査官

日

　

日

月

　

月

年

年

印

　

　

印

4

9 検査結果

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備
容器

燃料取替用水タンク
~

要領書番号 :原規規収第 1707214号 06

平成 30年 8月

原子力規制萎員会



I 検査目的

本検査は、電気事業法 (昭細 39年法律第 170号 )第 49条第 1項に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号 )第
17条の表第 1号の工事の工程に係る使用議検査について、原子炉冷却系統設備が、

認可 した五事計画 (※ 1)に従い製作され、据付けされているものであることを確認

するものである。

※ 1:認可 した工事計画 とは、原子炉冷却系統設備 非常用炉心冷却設備 容

器について、燃料取替用水タンタを設置する工事に係るものである。

Ⅱ 適用範囲
本検査は、電気事業法第 49条第 2項第 1号について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3項
により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

翻する法律 (昭和 82年法律第 166号 。以下「原子炉等規制法」とい う。)第 4
3条 の 3の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

亜 検査場所

原子力規制委員会原子力規舗ll庁

東京都港区六本本 1-9-9六 本本ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯奉事高浜町霞ノ浦

Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範匿l

検査対象設備及び範囲は、工事計藤,に記載された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉冷去掛系統設備

非常用炉心冷却設備

容器

燃料取替用水タンク

一 式

1



2 工事計画認 可・ 届 出関係

V 検査方法                    I
原子炉等規制法第 43条の 3の 11に 基づく使痛前検査が終了していること及び
電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可したI
事計画の内容 と同一であることを確認する。  

｀

Ⅵ 判定基準            ・

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われたものであること。

認可番号

(認可年月 日)

原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常月二炉心冷却設備

容器

燃料取替用水タンク

要領書番号 :原規規収第 1707214号 06

年   月

原子力規制委員会

3



3 検査申講

4 検査翔 同

5i検査場所

6 検査範囲|

7 半tl定基準

使痛前検査成絞書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

使用前検査串講番号

関原発第 150号 (平成 29年 7月 21癬 )

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本本 1-9-9六 本本ファーる トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜呼囲ノ浦

高浜発電所第 1号機  .

原子力設備

原 子炉冷却系統設鋳

非常用炉心冷却設備

容器

燃料取替用永タンク 一 式

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであること。

8 検査繕暴

9 検査実施者  電気工作物検査官

月

月

年

年

日

　

日

諄

　

　

印

4

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備

貯蔵槽

格納容器サンプ B― A

格納容器サンプ B― B

要領書番号く:原規規収第 17o7214号 07-、 1

令和元年 6月

原子力規制委員会



I 検査目的
本検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条第 1項 に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号 )第
17条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査について、原子炉冷却系統設備が、

認可した工事計画 (※ 1)に従い製作され、据付けされているものであることを確認

するものであるど                ′

※ 1:認 可 した工事計画 とは、原子炉冷却系統設備 非常用炉心冷却設備 貯

蔵槽について、格納容器サンプ B― A及び格納容器サンプ B一 Bを設

置す る工事に係 るものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号について適合 していることを確認す

るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3項

によ り、原子力規制委員会が実施 した核原料物質く核燃料物質及な原子炉の規制に

関す る法律 (昭和 32年 法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 4

3条 の3の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所         ´

原子力規常1委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1下 9=9六 本木クテーネ トビル

関西電力株式会社 高浜発電所          「

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

1



Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

貯蔵槽

格納容器サンプ B― A

1

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

貯蔵槽

格納容器サンプ B■ B

1

2 工事計画認 可・ 届 出関係

認可番号

鰯 河年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号

20180226保第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査 申請書の変更申請により確認す る。

V 検査方法

1共 通事項

(1)使用前検査 申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係 る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が 準備 されている

ことを確認す る。使用前検査成績書の 「3検 査申請」に申請番号 (変

更申請番号を含む。)を記載す る。

b検査をす る工事の工程及び期 日が申請書 どお りであることを確認す る。
c工事計画の認可番号の記裁が適切であることを確認する。

2



2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に基づ く使用前検査が終了 していること

及び電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認

可 した工事計画の内容 と同二であることを確認す る。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われたものである こと。

3



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原 子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備

貯蔵槽

格納容器サンプ B― A

格納容器サンプ B一 B

要領書番号 :原規規収第 1707214号 07-1

年   月

原子力規制委員会



使用前検 査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社  高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏 えいに係 る使用前検査

3 検査申請t  使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファィ不 トビル

関西電力株式会社 高浜発電所      「

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

貯蔵槽

格納容器サンプ B一 A

格納容器サンプ B一 B

1個

1個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従って行われた

ものであることを

8 検査結果

9 検査実施者   電気工作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

日

　

日

月

月

年

年

印

　

　

印

5

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系
｀
統 名 :非常用炉心冷却設備

安全弁及び逃が し弁

雰領書番号 :原規規収第 1707214号 08

平成 31年 2月

原子力規制委員会



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年 法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実

施す る原子力発電工作物の保安に関す る命令 (平成 24年 経済産業省令第 69号 )

第 17条 の表第 1号の工事の工程に係 る使用前検査について、原子炉冷却系統設備
が、認可 した工事計画に従い製作 され、据付けされているものであることを確認す

るものである。                 
｀

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号について適合 していることを確認す

るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3項

によ り、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関す る法律 (昭和 32年 法律第 166号 b以 下 「原子炉等規制法」とい う。)第 43

条の 3の 11に基づ く使用前検査の合格 をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲

1_検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とす る。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名称 個数

原子炉冷却系統設備

1非常用炉心冷去「設備

安全弁及び逃 し弁

1

1



2 工事 計 画認 可・ 届 出 関係

認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808068号

20180226保 第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により確認

する。

V 検査方法

1共 通事項

(1)使用前検査 申請書の確認

① 検査前確認事項

Δ本検査に係 る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が 準備 されていること

を確認す る。使用前検査成績書の 「3検 査申請」に申請番号 (変更申請番

号を含む。)を記載する。

b検査をす る工事の工程及び期 日が申請書 どお りであることを確認する。

c工事計画の認可、届出番号の記載が適切であることを確認する。

2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に 基づ く使用前検査が終了 していること及

び電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 し

た工事計画の内容 と同一であることを確認す る。            |

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従うて行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原 子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備

安全弁及び逃が し弁

要領書番号 :原規規収第 1707214号 08

年   月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木フテース トビ″
関西電力株式会社高浜発電所

福北県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備 '

安全弁及び逃 し弁  1 個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであること。     |          ' |

8 検査実施者  電気工作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

日

・日

月

月

年

年

印

　

　

印

4

9 検査結果

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非 常用炉心冷却設備

主配管

要領書番号 :原規規収第 1707214号 09

令和元年 10月

原子力規制委員会



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年 法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実

施す る原子力発電工作物の保安に関す る命令 (平成 24年 経済産業省令第 69号 )

第 17条 の表第 1号の工事の工程に係 る使用前検査 について、原子炉冷却系統設備
が、認可 した工事計画に従い製作 され、据付けされているものであることを確認す

るものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号 について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3項

により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関す る法律 (昭和 32年 法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 43

条の 3の 11に基づ く使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 li9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範囲

検査姑象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とす る。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

主配管

一 式

1



認可番号

(認 可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号
20160527商 第 59号
(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号
20180226保第 3号
(平成 30年 8月 6日 )

2 工事 計 画認 可・届 出 関係

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により

確認する。

V 検査方法
1共 通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係 る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が 準備 されているこ

とを確認す る。使用前検査成績書の 「3検 査申請」に申請番号 (変更申

請番号を含む。)を記載する。

b検査をす る工事の工程及び期 日が申請書 どお りであることを確認す る。
ё工事計画の届出番号の記載が適切であることを確認す る。

2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に 基づ く使用前検査が終了 していること及び

電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 した工

事計画の内容 と同一であることを確認する。

Ⅵ 判定基準

工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備
主配管

要領書番号 :原規規収第 1707214号 09

年   月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1′ 発電所名  ´ 関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係 る使用前検査

3 検査申請   使用前検査 申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京イョ

“

港区六本木 1-9-9六 本木ファー,ス トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

主配管 二式

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであること。

8 検査結果

9,検 査実施者  電気工作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

日

　

日

月

月

年

年

印

　

　

印電気工作物検査官

4



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :原子炉補機冷却海水設備

主配管

要領書番号 :原規規収第 1707214号 10

｀
平成、31年 4月

原子力規制委員会



改訂履歴

関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係 る使用前検査実施要領書

設  備  名

要領書番号

:原子炉冷却系統設備

1原規規収第 1707214号 10

回 年 月 日 改訂箇所、改訂内容及び改訂理由

平成 29年 8月 8日 制  定

平成 31年 4月 8日

工事計画変更の認可番号の追記
・ P2「 2工事計画認可・届出関係」に 「工事計画変更の
認 可番号 :原 規規発第 1808063号  20180226保 第 3号
(平成 30年 8月 6日 )」 を追記。

記載の適正化
。表紙において、「系統名」の 「…。(大容量ポンプによる

海水供給用主配管の設置及び既設主配管の取替え )」 を

削除す る とともに、「要領 書番 号」 の 「原規規 収第

1707214号■‐1」 を「原規規収第 1707214号 10」 に変更。
・Pl「 I 検査 目的」において、文中「―。(※ 1)」 及び
「*1:● 中である。」を削除するとともに、「Ⅲ 検査
場所」において「関西電力株式会社高浜発電所」及び「福

井県大飯郡高浜町田ノ浦」を追記。
。P2「 Ⅳ 検査範囲」の 「2 工事計画認可 i届 出関係」
において、「上記以降の変更については 、検査時の使用

前検査申請書の変更申請により確認する。」を欄外に追

記。
・P2の 「V 検査方法」において、「1共 通事項」 とし
て使用前検査申請書の確認事項を追記するとともに、
「2検 査手順」を追記。
・ P3の別紙 1に おいて、「系統名」の 「―。 (大容量ポンプ
による海水供給用主配管の設置及び既設主配管の取替

え)」 を削除するとともに、「要領書番号」の 「原規規収

第 1707214号 11‐ 1」 を 「原規規収第 1707214号 10」 に変
更。
・P4の 「5 検査場所」において、「関西電力株式会社高
浜発電所」及び「福井県大飯郡高浜町田ノ浦」を追記す

るとともに、「8 検査結果」及び 「9 検査実施者」
の順序を入れ替え、「8 検査実施者」、「9 検査結果」
に変更。



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年 法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実

施す る原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年 経済産業省令第 69号 )

第 17条 の表第 1号 の工事の工程に係 る使用前検査について、原子炉冷却系統設備

が、認可 した工事計画に従い製作 され、据付けされているものであることを確認す

るものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号 について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3項

によ り、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関す る法律 (昭和 32年 法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 43

条の 3の 11に 基づ く使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1て 9-9六 本木 ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲

1 検査射象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名称 個 数

原子炉冷却系統設備

原子炉補機冷却海水設備

主配管

一 式

1



2 工事計画認 可・届 出関係

認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号

20180226保 第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

上記以降の変更については、検査時の使用前検査申請書の変更申請により確認

する。

V 検査方法

1共 通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係 る使用前検査申請書 (変 更申請 を含む。)が 準備 されていること

を確認する。使用前検査成績書の「3検 査 申請」に申請番号 (変更申請番

号を含む。)を記載す る。

b検査をする工事の工程及び期 日が申請書 どお りであることを確認す る。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に 基づ く使用前検査が終了 していること及び

電気事業法に基づき認可 した工事計画あ内容が原子炉等規制法に基づき認可 した工

事計画の内容 と同一であることを確認する。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われたものであること6

2



別紙 1

関西電力株式会社
―

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :原子炉補機冷却海水設備

主配管

要領書番号 :原規規収第 1707214号 10

年   月

原子力規制委員会

3



3 検査申請

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係る使用前検査

使用前検査 申請番号

関原発第 150号 (平成 29年 7月 21日 )

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区本本木 1-9-9六 本木ファーストビル
関西電力株式会社高浜発電所   :
福井県大飯郡高浜町由ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備        .
原子炉冷却系統設備

原子炉補機冷却海水設備

主配管 一式

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従って行われた

ものであること。       
｀

8 検査実施者  電気工作物検査官

月

月

、
年

年

日

　

日

ロ

　
　
　
　
　
ロ

臣

　
　
　
　
　
Ｆ

4

9 検査結果

電気ェ作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :放射線管理設備
原子炉格納施設

系  統 名 生体遮へい装置

外部遮蔽

二次格納施設

鋼製格納容器

外周 コンクリー ト壁

外部 しゃへい建屋 (2次格納施設 )

要領書番号 :原規規収第 1707214号 17

平成 30年 8月

原子力規制委員会



I 検査 目的
本検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条第 1項 に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号 )
第 17条の表第 1号の工事の工程に係る使用前検査について、放射線管理設備及び

原子炉格納施設が、認可した工事計画に従い製作され、据付けされているものであ

ることを確認するものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号 に,つ いて適合 していることを確認す
るものである。

なお(電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3項

により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律 (H召和 32年法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」とい う。)第 43

条の 3の 11に基づ く使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲

検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、1工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

1

1

名 称 個 数

放射線管理設備

生体遮へい装置

外部遮蔽

一 式

原子炉格納施設

二次格納施設

鋼製格納容器

外周コンクリー ト壁

外部 しやへい建屋 (2次格納施設 )

一 式



2 工事 計 画認 可・ 届 出 関係

認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号

20180226保 第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

V 検査方法
1共 通事項

(1)使用前検査申請書の確認

① 検査前確認事項

a本検査に係 る使用前検査申請書 (変 更申請を含む。)が 準備 されている

ことを確認する。また、使用前検査成績書の 「′3 検査申請」に申請

′番号 (変 更申請番号を含む。)を 記載する。

b検査をする工事の工程、期 日及び場所が申請書 どお りであることを確

認する。

2検 査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に基づ く使用前検査が終了 しているこ

と及び電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づ

き認可 した工事計画の内容 と同一であることを確認する。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われたものであるこ・と。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :放射線管理設備
ヽ 原子炉格納施設

系 統 名 :ヽ生体遮へい装置

外部遮蔽

二次格納施設

鋼製格納容器

i       外周 コンクリー ト壁   '

外部 しゃへい建屋 (2次格納施設 )

要領書番号 :原規規収第 1707214号 17

年   月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造t強度又は漏えいに係る使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

4 検査期 日 自

至

日

　

日

月

月

年

年

5 検査場所

6 検査範囲

原子力規制委員会原子力規制庁 i f

東京都港区六本木 1-9-9'六 本木ファ‐ス トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機        I
原子力設備

放射線管理設備

生体遮ぺい装置   
｀  :

外部遮蔽 ―式

原子炉格納施設  
｀       ・、

二次格納施設           ‐

鋼製格納容器

外周コンクリー ト壁.

外部 しゃへい建屋 (2次格納施設 ) 一 式

工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従つて行われた

ものであること。

4

7 判定基準



8 検査実施者  電気工作物検査官

電気工作物検査官

9 検査結果

Ｆ

　
　

　

　

　

Ｆ

Ｆ

　
　
　
　
　
　
一ト

5



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉格納施設

系 統 名 :原子炉格納容器    |
l原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

伸縮式配管貫通部

要領書番号 :原規規収第 1707214号 19

令和元年 9月
′

原子力規制委員会



検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実
施する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年 経済産業省令第 60号 )

第 17条 の表第 1号 の工事の工程に係 る使用前検査について、原子炉格納施設が、
認可 した工事計画に従い製作 され、据付けされているものであることを確認するも

のである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号 について適合 していることを確認す
るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3項

により、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関する法律 (昭和 32年法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」とい う。)第 43

条の 3の 11に 基づ く使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲
1 検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、、工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名称 個数

原子炉格納施設

原子炉格納容器

原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

伸縮式配管貫通部

3

1



認可番号

(認可年月 日)

工事計画 の認可番 号 :原規規発第 1606104号
20160527商 第 59号
(平成 28年 6月 10日 )

工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号
20180226保 第 3号
(平成 30年 8月 6日 )

2 工事計画認 可・届 出関係

上記以降の変更については、検査時に使用前検査申請書の変更申請により

確認する。

V 検査方法
1共 通事項

(1)使用前検査申請書の確認
｀
① 検査前確認事項                 `
a木検査に係る使用前検査申請書 (変 更申請を含む。)が 準備 されているこ

とを確認する。使用前検査成績書の「3検 査申請」に申請番号 (変更申

請番号を含む。)を記載す る。

b検査をす る工事σ)工程及び期 日が申
｀
請書 どお りであることを確認する。

c工事計画の届出番号の記載が適切であることを確認す る。

2‐ 検査手順

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に基づ く使用前検査が終了 していること及び

電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 した工

事計画の内容 と同■であることを確認する。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従って行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉格納施設

系 統 名 :原子炉格納容器
原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

′ 伸縮式配管貫通部

要領書番号 :原規規収第 1707214号 19

年   月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造、強度又は漏えいに係 る使用前検査

3 検査 申請   使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉格納施設

原子炉格納容器

原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

伸縮式配管貫通部 3個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従って行われた

ものであること。  「

8 検査結果

9 検査実施者  電気工作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

月

　

月

年

年

日

　

日

日

　
　

　

　

　

日

“卜

　

　

　

　

　

Ｆ

4

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉格納施設

系 統 名 :原子炉格納容器       、

原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

1    電気配線貫通部

要領書番号 :原規規収第 1707214号 20

平成 2フ9年 8月

原子力規制委員会



I 検査 目的

本検査は、電気事業法 (昭和 39年 法律第 170号 )第 49条 第 1項 に基づき実

施す る原子力発電工作物の保安に関す る命令 (平成 24年 経済産業省令第 69号 )

第 17条 の表第 1号の工事の工程に係 る使用前検査について、原子炉格納施設が、

認可 した工事計画 (※ 1)に 従い製作 され、据付けされているものであることを確

認す るものである。

※ 1:認可 した工事計画 とは、原子炉格納施設 原子炉格納容器 原子炉格納

容器配管貫通部及び電気配線貫通部 電気配線貫通部の一部について、

型式を変更す る工事に係 るものである。

Ⅱ 適用範囲

本検査は、電気事業法第 49条 第 2項第 1号について適合 していることを確認す

るものである。

なお、電気事業法第 49条 第 2項第 2号 については、同法第 112条 の 3第 3項

によ り、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に

関す る法律 (昭和 32年 法律第 166号 。以下 「原子炉等規制法」 とい う。)第 43

条の 3の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

Ⅳ 検査範囲
1 検査村象設備及び範囲

検査対象設備及び範囲は、工事計画に記載 された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉格納施設

原子炉格納容器

原子炉格納容器配管貢通部及び電気配線貫通都

電気配線貫通都

6

1



2 工事計画認 可・届 出関係

認可番号

(認可年月 日)

原規規発第 1606104号

′20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )

V 検査方法

原子炉等規制法第 43条 の 3の 11に基づ く使用前検査が終了 していること及び

電気事業法に基づき認可 した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 した工

事計画の内容 と同一であることを確認す る。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可 した工事計画に従らて行われたものであること。

2



別紙 1

関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

構造、強度又は漏えいに係る

使用前検査成績書 ヽ

設 備 名 :原子炉格納施設

系 統 名 :原子炉格納容器
原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通都

電気配線貫通部

要領書番号 :原規規収第 1707214号 20

年   月

原子力規制委員会

3



3 検査 申請

4・ 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類  構造t強度又は漏 えいに係 る使用前検査

使用前検査 申請番号

関原発第 150号 (平成 29年 7月 21日 )

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁   ―     
「

東京都港区六本木 1-9-9六 本木 ファース トビル

高浜発電所第 1号機
´

原子力設備

原子炉格納施設

原子炉格納容器

原子炉格納容器配管貫通部及び電気配線貫通部

電気配線貫通部 6個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであることむ

8 検査結果

9 検査実施者   電気工作物検査官

月

　

月

年

年

日

　

日

印

　

　

印

4

電気工作物検査官



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

原子炉に燃料を装入することが

できる状態になうた時に係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 `名 :余熱除去設備
安全弁及び逃がし弁

要領書番号 :原規規収第 1767214号 24

令和元年 12月

原子力規制委員会



I 検査 目的
本検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条第 1項に基づき実施
する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号)第 1
7条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査について、原子炉冷却系統設備が、認

可した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定の性能を有 しているものであるこ

とを確認するものである。

Ⅱ 適用範囲
本検査は、電気事業法第 49条第 2項第 1号について適合 していることを確認する
ものである。

なお、電気事業法第 49条第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3頂に
より、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律 (昭和 32年法律第 166号 。以下「原子炉等規制法」とい う。)第 43条の 3
の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所
原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木
~ノ

ァース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲

検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び検査範囲は、
=事
計画に記載された下記の設備とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名 称 個数

原子炉冷却系統設備

余熱除去設備

安全弁及び逃 し弁

2

1

1



V

2 工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月 日)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商 第 59号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 1808063号

20180226保第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

検査方法

1共通事項
(1)使用前検査申請書の確認
① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む1)が準備 されていること

を確認する。使用前検査成績書の「3検 査申請」に申請番号 (変更申請番
号を含む。)を記載する。

b検査をする工事の工程及び期 日が申請書どお りであることを確認する。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2検 査手順
原子炉等規制法第 43条の 3の 11に基づく使用前検査が終了していること及び
電気事業法に基づき認可した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可した

工事計画の内容と同一であることを確認する。

Ⅵ 判定基準
工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従うて行われたものであること。
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関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

原子炉に燃料を装入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :余熱除去設備   ‐
安全弁及び逃がし弁

要領書番号 :原規規収第 1707214号 24

年  月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類 原子炉に燃料を装入することができる状態になった時に係る

使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファーネ トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

余熱除去設備

安全弁及び逃 し弁  2個

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであること。

8 検査実施者  電気工作物検査官

電気工作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

7 判定基準

日

　

日

月

　

月

年

年

口

　
　

　

　

　

Ｆ

Ｆ

　

　

　

　

　

Ｆ

4

9 検査結果



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

原子炉に燃料を装入することが

できる状態になった時に係る

使用前検査実施要領書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備
安全弁及び逃がし弁

要領書番号 :原規規収第 1707214号 27

令和元年 12月

原子力規制委員会



I 検査目的
木検査は、電気事業法 (昭和 39年法律第 170号 )第 49条第 1項に基づき実施
する原子力発電工作物の保安に関する命令 (平成 24年経済産業省令第 69号 )第 1
7条の表第 3号の工事の工程に係る使用前検査について、原子炉冷却系統設備が、認

可 した工事計画に従い製作され、据付けされ、所定の性能を有 しているものであるこ

とを確認するものである。

Ⅱ 適用範囲
本検査は、電気事業法第 49条第 2項第 1号について適合 していることを確認する
ものである。

なお、電気事業法第 49条第 2項第 2号については、同法第 112条 の 3第 3項に
より、原子力規制委員会が実施 した核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す

る法律 (昭和 32年法律第 166号 。以下「原子炉等規制法」とい う。)第 48条の 3
の 11に基づく使用前検査の合格をもつて適合 しているものとみなす。

Ⅲ 検査場所
原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

Ⅳ 検査範囲

検査対象設備及び範囲

検査対象設備及び検査範囲は、工事計画に記載された下記の設備 とする。

高浜発電所第 1号機

原子力設備

名称 個数

原子炉ハ却系統設備

非常用炉心冷却設備

安全弁及び逃し弁

1

1

1



2 工事計画認可・届出関係

認可番号

(認可年月 日、)

工事計画の認可番号 :原規規発第 1606104号

20160527商第 59号

(平成 28年 6月 10日 )
工事計画変更の認可番号 :原規規発第 18o8063号

20180226イ呆第 3号

(平成 30年 8月 6日 )

V 検査方法                   、

1共通事項
(1)使用前検査申請書の確認
① 検査前確認事項

a本検査に係る使用前検査申請書 (変更申請を含む。)が準備されていること

を確認する。使用前検査成績書の「3検査申請」に申請番号 (変更申請番
号を含む。)を記載する。

b検査をする工事の工程及び期 日が申請書どおりであることを確認する。
c工事計画の認可番号の記載が適切であることを確認する。

2検 査手順     ｀

原子炉等規制法第 43条の 3の 11に基づく使用前検査が終了していること及び
電気事業法に基づき認可した工事計画の内容が原子炉等規制法に基づき認可 した

工事計画の内容 と同下であることを確認する。

VI 判定基準

工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われたものであること。

2



関西電力株式会社

高浜発電所第 1号機

原子炉に燃料を装入することが

できる状態になうた時に係る

使用前検査成績書

設 備 名 :原子炉冷却系統設備

系 統 名 :非常用炉心冷却設備  _
安全弁及び逃がし弁 |

要領書番号 :原規規収第 1707214号 27

年 1月

原子力規制委員会

3



使用前検査成績書

1 発電所名   関西電力株式会社高浜発電所第 1号機

2 検査の種類 原子炉に燃料を装入することができる状態になった時に係る

使用前検査

3 検査申請   使用前検査申請番号

自

至

原子力規制委員会原子力規制庁

東京都港区六本木 1-9-9六 本木ファース トビル

関西電力株式会社高浜発電所

福井県大飯郡高浜町田ノ浦

高浜発電所第 1号機

原子力設備

原子炉冷却系統設備

非常用炉心冷却設備

安全弁及び逃 し弁 1個

7 判定基準 工事が電気事業法に基づき認可した工事計画に従つて行われた

ものであること。

8 検査実施者  電気工作物検査官

電気二作物検査官

4 検査期 日

5 検査場所

6 検査範囲

月

　

月

年

年

日

　

日

印

　

　

印

4

9 検査結果


